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消費者行動研究における諸潮流について（8)
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(1) 継続的な消費者行動研究の展開（以上富大経済論集第35巻第3
号）
(2) 消費者行動研究の新展開（以下富大経済論集第36巻第 1号，同
第36巻第 2号，同36巻第3号及び本号）
このような情報統合に関する研究が進展するにつれて，情報処理研究では，
情報処理が単なる情報統合以上のもので，意思決定の基礎となる情報ベースの
創出に積極的に関わる分野であるという認識が深まり，刺激の符号化，情報の
解釈，記憶における収納・検索などの情報取得への関心の昂まりがみられる。
Bettmanは，消費者行動研究の成果に基づき，第 1図に示されるような，情
報取得に関連する基本的な現象とその規定因を示す包括的な枠組を提示してい
る。図示されるように，情報取得は，能動的な情報探索と受動的な情報遭遇に
大別される。前者は，情報源の違いに応じて，さらに内部探索と外部探索に分
(1) R. W. Chestnut, and J. Jacoby，“Consumer Information Processing : 
Emerging Theory and Findings，“A. G. Woodside, J. N. Sheth, and P. D. 
Bennet, eds., Consumer and Industrial Buyer Behavior. 1977. pp. 121-122. 
なお，わが国で、消費者情報取得を扱った研究例としては，池尾恭一「消費者情報探索の
行動科学的研究についてJ『商学論究』第5巻第4号， 1988.53-79ページ，青木幸弘
「消費者の情報探索行動とマーケティング戦略一消費者情報処理アプローチの概要［ I ] 
～［ v J J 『流通情報』 1981.10～1982.6等がある。
(2) 次を参照。 J.R. Bettman，“Consumer Information and Search Strategies, 
“A. A. Mitchell, ed., The Effect of Information on Consumer and Market 
Behavior. 1977. pp. 35-48. J. R. Bettman, An Information Processing 
Theory of Consumer Choice. 1979.なお，この図は，消費者情報取得に関する全
般的な研究をレビューするために提示されたものであって，情報処理アプローチの適用
領域を示すものではない。 Bettmanの’情報処理理論における情報取得に関する命題に
よれば，その適用領域は寧ろ情報探索に限定されるであろう。 Bettman,1977, op. 
cit., p. 35. Bettman, 1979, op. cit., pp. 134-136.この点は，後述される，情報処
理研究に対する対抗的な潮流としての低関与学習に関する研究を理解するうえで重要で
ある。
-36 (238）一
情報取得
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情報探索 情報遭遇
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－低関与学習 ・知識の程度 ・接近可能性 ・経験の影響
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(Bettman, 1979. p. 109) 
けられる。内部探索とは，記憶からの入手可能な情報の取得をさし，外部探索
とは，広告，包装，陳列，雑誌，友人などの記憶以外の情報源からの情報取得
を示す。また後者は，他の活動に従事している際に生じる情報の取得を意味し
ており，一層の情報探索を導くような情報に遭遇する場合のように，中断を通
じて発生する環境学習などが含まれる。
ここでは，このような枠組を念頭に置いて，情報処理アプローチの主たる適
用領域とみられる情報探索に関する代表的な研究を展望することにしたい。最
初に，情報探索のなかで最も多くの研究成果が見出された外部探索に関する研
究から取り上げることにしよう。ここでは，外部探索の測定，方向，程度およ
びパターンに焦点が合わされている。
まず，外部探索の測定に関する研究では，基本的には二通りの測定方法が提
示されている。例えば， Newman=Lock em anは，外部探索の程度を示す測度
として訪問店舗数，買物出向回数，買物に費やされた時間，利用きれた情報
源の数などを提示している。これに対し， Newman=Staelinは，訪問店舗数，
各種店舗や属性に関して探索された情報種類の数，利用された情報源の数をそ
れぞれ測定したうえで，それら測度を合成した全体的な探索指標を作成してい
る。
次に，外部探索の方向については，探索される情報種類，例えば，選択基準
とその評価方法，属性とその評価方法，利用可能な小売店などの情報タイプに
影響する要因に関する研究と，情報源の利用パターンに影響する要因に関する
研究がみられる。前者の潮流では，情報種類と情報の利用目的との関係を検討
(3) Bettman, 1977, op. cit., p. 37. Bettman, 1979, op. cit., pp. 111-112. 
(4) J. W. Newman and B. D. Lockeman，“Measuring Prepurchase Information 
Seeking", Journal of Consumer Research, Vol. 2 (Dec. 1975), pp. 216-222. 
(5) J. W. Newman and R. Staelin, "Prepurchase Information Seeking for 
New Cars and Major Household Appliances", Journal of Marketing 
Research Vol. 9 (Aug. 1972), pp. 249-257. 
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するため， Zajoncによって提示された枠組を援用したMazisの研究が注目され
る口 Zajoncの枠組とは，認知的調整理論（Cognitive tuning theory) とも呼ば
れるもので，個人がある対象に関する情報を処理する場合，その対象に関連し
た認知構造が同調される（tunedin）こと，つまりその人の情報処理がこの構
造に媒介されることを主張するものである。 Zajoncは， ここで情報処理の準備
状態を， 「受容調整」と「伝達調整」とそれぞれ呼ばれるものに分け，前者で
は，その個人が他者から追加情報を受容し，後者では 他者に情報を伝達する
ことが期待されるとしている。 Mazisは，こうした 2つの準備状態を念頭に置
いて，被験者を「意思決定者jと「非意思決定者Jに分け， 「意思決定者Jに
情報取得の後で車の評価を求めるという課業を，また「非意思決定者Jに車の
印象を他者に伝達するという課業を予め伝え，各被験者の期待を操作すると共
に，被験者に新奇な情報を自由に選ぶように求めた。その結果は， 「意思決定
者Jが「非意思決定者Jよりもかなり多くの新奇な情報を選択したというもの
である。これは，情報が利用される課業あるいは目的によって，収集される情
報の種類が異なることを示している。
また，情報源利用パターンに影響する要因として個人差と選択段階が注目さ
れる。例えば， Claxton=Fry= Portisは，利用された情報源の数，考慮時間，
訪問店舗数という 3つの変数に基づくクラスター分析を適用して，情報源の利
用パターンを検討している。家具購買者と家電品購買者の標本を分析した結果，
徹底的一店舗依存型（2つの標本数の約 5%），徹底的ー均衡型（家具購買者
の44%，家電品購買者の27%），不徹底型（家具購買者の34%，家電品購買者
(6) M. B. Mazis，“Decision”making Role and Information Processing", 
Journal of Marketing Research, Vol. 9 (Nov. 1972), pp. 447-450. 
(7) Mazis, op. cit., p. 447. R. B. Zajonc，“Cognitive Structure and Cognitive 
Tuning", unpublished doctoral dissertation, Univ. of Michigan, 1955. 
(8) J. D. Claxton, J. N. Fry, and B. Portis，“A Taxonomy of Prepurchase 
Information Gathering Patterns", Journal of Consumer Research, Vol. 1 
(Dec. 1974), pp. 35-42. 
-39 (241)一
の65%）とそれぞれ名ずけられる 3つのクラスターが識別された。徹底的一店舗
依存型は，多くの情報源を利用し，考慮時間が長く，かつ多数の店舗を訪問して
いた。また，徹底的－均衡型は，多くの情報源を利用し，考慮時間が長かったけ
れども，訪問店舗数は中位にすぎなかった。このクラスターは，考慮時間の長
短に応じて，さらに緩慢型と迅速型に二分されている。最後に，非徹底型は，
少数の情報源を利用し，考慮時間が短く，かっ少数の店舗しか訪問しなかった
というものである。ここでも，考慮時間に基づき 2つの下位クラスターが見出
されている。
情報源の利用パターンと選択段階との関連についての発見物は，イノベーショ
ン研究，特に採用過程に関する研究の延長上に見出される。前述されたように，
採用過程は，イノベーションの最初の認識からその採否に至るまでの諸段階を
意味する。定説によれば，認識・関心段階ではマスメディア， また評価・試用
段階では口コミがそれぞれ最も頻繁に利用される情報源とされていた。 Kohn
Berning= Jaco byは，こうした定説を批判的に検討したうえで， この問題に対
する新たなアプローチを提示している。ここで彼等は，被験者に情報カードを
利用して， 5つの製品種類にそれぞれ含まれる新銘柄（ここではイノベーショ
ンと見なされている）と既存銘柄の中から一つの銘柄を選ぶように求めた。こ
のカードには，広告，価格，包装情報，友人による意見，販売員による説明が
記載され，被験者はそれらを好きな順序で選ぶことができる。ただし，銘柄が
決まれば，その時点で情報の探索を止め，銘柄を選択するように求められてい
た。この研究の発見物は，（1）新銘柄を選んだ革新者が既存銘柄を選んだ非革新
者よりも多くの情報を探索し，（2）情報カードの選択順序の後半部でより多くの
対人情報が収集されるというものであったO
さらに，外部探索の程度に影響する要因として，情報のコスト・便益，選択
環境要因，個人差などについて数多くの発見物が示されている。このなかで特
(9) C. A. Kohn Berning, and J. Jacoby，“Patterns of Information Acquisition 
in New Product Purchases", Journal of Consumer Research, Vol. 1 (Sept. 
1974)' pp. 18-22. 
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に注目されるのは，情報のコスト・便益の影響についての研究であろう。例え
ば， Burnkrantは，情報源の便益のみに焦点を合わせた，次のような期待一価
値モデルを提示し，それを検証しようとしている。
M×E×V=Brp主 BP’
ここで， Mはある問題に関する情報要求， Eはある刺激の処理がMに関連する
情報への露出をもたらすだろうという期待， Vは情報源としての当該刺激の価
値， Brpは当該刺激を処理する（探索）傾向， BPはその処理行動をそれぞれ表
わす。彼は，このモデルをテストした結果， M，すなわち問題に関する情報要
求の影響のみを見出している。
またLutz=Reillyは，探索に伴うコストと便益を考慮した実証研究で，知覚
リスクが低いため，探索の便益に比べコストの方が高くなる購買状況において，
被験者が探索手段として銘柄の試用を他の情報源よりも選好することを示して
いる。こうした発見物と共に，消費者に財務的な制約がある場合，探索がコス
ト節約という便益をもたらすとみられるため，多くの外部探索が行なわれる点
を指摘したClaxton等の研究がある。
外部探索の最後の側面として，第 I図に示されるように，その探索のパター
ン，すなわち探索活動が生起する順序に関する研究がある。ここでは， まず，
採用される方略のタイプが被験者によって異なることが見出されている。外部
探索方略としては，銘柄処理による選択（Choiceby Processing Brands ; CP 
B），属性処理による選択（Choiceby Processing Attributes ; CPA）および
(10) R. E. Burnkrant，“A Motivational Model of Information Processing 
Intensity", Journal of Consumer Research, Vol. 3 (Je. 1976), pp. 21-30. 
(1) R. J. Lutz and P. J. Reilly，“An Exploration of the Effects of Perceived 
Social and Performance Risk on Consumer Information Acquisition", S. 
Ward and P. Wright, eds., Advances in Consumer Research, Vol. 1. 1974. 
pp. 393-405. 
(12) Claxton, Fry, and Portis, op. cit., 
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フィードパック処理による選択（Choiceby Feedback Processing ; CFP）が
識別されている。 CPBとは，被験者が最初にある銘柄を選び，その銘柄に関す
る属性情報を集め，次に 2番目の銘柄を選び，その属性情報を収集するといっ
た手続を繰り返す，銘柄中心の探索方略をさすo CPAとは，被験者が最初にあ
る属性を選び，その属性に関する諸銘柄の評価値を決め，次に 2番目の属性を
選び，諸銘柄の評価値を決めるといった情報の取得を続ける，属性中心の探索
方略を示す。さらにCFPは，探索中に見出された情報からの直接のフィードパッ
クによって制御・調整される， CPBとCPAの混合型方略である。これらの中で，
CPBとCPAは主要方略と呼ばれている。この 2つの方略の比較研究では，ある
ものはCPBよりもCPAを多く見出したのに対し，他の研究はCPBの方が有力な
方略であるとしている。
二つの方略の内容からも分かるように， CPBとCPAは，情報統合における処
理形式についての研究でみた，銘柄別処理と属性別処理，従ってまた銘柄別処
理によって特徴づけられるヒューリスティックス（例えば，代償型，合接型，
離接型）と属性別処理によって特徴つ手けられるヒューリスティックス（例えば，
辞書編纂型，逐次排除型）にそれぞれ密接な関係がある。このため， どの探索
方略が採られるかは，まず消費者によって利用されるヒューリスティックスの
タイプに依存するといえよう。また，消費者が保持する代替案に関する先行経
験あるいは知識もそれに作用するようである。例えば， BettmanニJacobyは，
スーパーマーケットのシェルフ・スペースが銘柄別に配置されているため，銘
仰 J.R. Bettman and J. Jacoby，“Patterns of Processing in Consumer 
Information Aquisition", B. B. Anderson, ed., Advances in Consumer 
Research Vol. 3. 1976. p. 315. 
凶 CPAを多く見出した研究としては，例えば，次を参照。 J.E. Russo, and L. D. 
Rosen，“ An Eye Fixation Analysis of Multialternative Choice", Memory 
and Cognition, Vol. 3. (May. 1975), pp. 267-276.また， CPBを有力視した研究
として次を参照。 J.R. Bettman, and P. Kakkar，“Effects of Information 
Presentation Format on Consumer Information Aquisition Strategies", 
Journal of Consumer Research, Vol. 3. (Mar. 1977), pp. 233-240. 
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柄名が時間とともに多量の情報を集約的に表示するようになる点に着目し，消
費者が銘柄名をこのようなサマリーとして利用する限り，銘柄別処理，すなわ
ちCPBカ叶足されることをt旨t商している。これは，スーパーマーケットにおいて
は消費者の経験が豊かであるほど， CPBが採用されることを合意するであろう。
さらにJacoby等は， CPBが高い消費頻度に，またCPAが低い消費頻度と低い銘
柄忠誠にそれぞれ関係づけられるとしている。
次に，外部探索方略の適用パターンに関する研究では，探索方略の適用の仕
方が被験者によって異なること，すなわち，ある被験者は探索中にCPB, CPA 
のいずれか一つの方略を一貫して適用するのに対し，他の被験者は幾つかの方
略を組合わせた段階的方略を適用する点が見出されている。 Payneは，段階的
方略の一例として，第一段階（排除段階）でCPB, CPAのいずれかの方略，第
二段階（選択段階）で銘柄の一対比較を選ぶ組み合わせを指摘している。
一方，記憶からの入手可能な情報の取得を示す内部探索は，外部探索と同様
に，探索の測定，方向，程度およびパターンによって特徴づけられる。しかし
ながら，内部探索は外部探索よりも直接的な観測が困難なところから， この研
究では，それらの側面について外部探索の研究ほど多くの成果は示されていな
いようである。このなかで注目されるのは，内部探索の程度と系列に関する研
究である。前者の研究では，内部探索の量を規定する要因として，記憶に収納
された情報量，こうした情報の選択に対する適合性，およびコンフリクトの程
度が検討されている。
まず記憶に収納された情報の量は，問題となる選択に関する先行学習の量を
同 Bettmanand Jacoby, op. cit., 
(16) J. Jacoby, R. W. Chestnut, K. C. Weigl, and W. Fisher, "Pre-purches 
Information Aquisition : Description of a Process Methodology, Research 
Paradigm, and Pirot Investigation", B. B. Anderson, ed., Advances in 
Consumer Research, Vol. 3. 1976. 
間 Bettman,op. cit., p. 132. 
倒 J.W. Payne，“Heuristic Search Processes in Decision Making", B. B. 
Anderson, ed., Advances in Consumer Research, Vol. 3. 1976. pp. 321-327. 
同 Bettman,1977, op. cit., pp. 36『37.Bettman, 1979, op. cit., pp. 107-111. 
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反映するもので，幾つかの情報源が指摘されている。例えば，ある製品種類の
購買経験は選択基準や代替案に関する学習を直接生み出すようである。 Bennett=
Mandellは，新車を購買するための探索行動を調べ，以前に購買された車種と
同じものを購買する回数が外部探索ではなく，内部探索の程度に密接に関係す
ることを示唆している。この他の情報源として，低関与学習，環境に関する先
行学習，店内陳列を外部記憶として利用する程度があげられている。
また，当面する決定に対する収納された情報の適合性あるいは有用性も内部
探索の程度を規定する。この適合性に影響する要因として前回の購買に対する
満足度があげられる。例えば， Newman=Staelinは満足を経験したユーザーが
意思決定にあまり時間を費やさないことを見出している。以前の購買に満足す
るほど，その購買に基づき記憶に収納された情報が一層適切になるためである。
さらに，購買機会問の時間的間隔もこの適合性に影響するようである。このよ
うな間隔が長くなるにつれて，関連情報を忘却する可能性が高くなると共に，
新しい銘柄の出現や価格などの製品属性の変化によって代替案の組合せが変わ
る可能性が生れるからである。
内部探索の程度は，さらに知覚されたコンフリクトの程度に影響されるよう
である。例えば， Hansenは，内部探索の程度に関連するとみられる熟慮度
(amount of deliberation）を測定し，アスピリンの選択から内科手術の選択
にわたる種々の選択状況で高レベルのコンフリクトを知覚した被験者が低レベ
ルの被験者よりも高い熟慮度を示した点を報告している。
位。 P.D. Bennett, and R. M. Mandell, "Prepurchase Information Seeking 
Behavior of New Car Purchasers", Journal of Marketing Research, Vol. 
6 (Nov. 1969), pp. 430-433. 
(21) Newman, and Staelin, op. cit., 
(2) F. Hansen, Consumer Choice Behavior: A Cognitive Theory, 1972. p. 281. 
Hansenは，この熟慮度を測定するため， 「この種の問題に直面した場合，あなたは，
大方の人々がどれほど慎重にその代替案を考えると思いますか？Jという投影質問法を
用いている。こうして得られた測度について， Bettmanは， 「この測度は内部探索を
直接調べたものではないけれども……内部探索に加えて，選択以前の他の幾つかの処理
側面を含むものjとみている。 Bettman,1979, op. cit., p. 116. 
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次に，内部探索のパターンに関する研究では，内部探索方略に影響を及ぼす
要因，特に記憶における情報収納の態様が取り上げられている。ここでは 2つ
の研究が注目される。一つは， Payneによる探索過程に関する研究である。彼
は，情報モニタリング法とプロトコール法を用いた 2つの実験で，被験者の聞
に銘柄別と属性別の内部探索の傾向を検出し，それらの差異が被験者の代替案
に関する情報の収納の仕方の違いによるものとしている。 Payneによれば，情
報が銘柄別に記憶に収納される場合に銘柄別の内部探索， また，それが属性別
に収納される場合には属性別の内部探索がそれぞれ採られるという。もう一つ
は， Johnson=Russoによる再生時間に基づく製品情報の記憶体制化に関する研
究である。ここで彼等は，情報モニタリング法を適用し，製品情報がブックレッ
トで属性別に呈示される場合，この情報が被験者の記憶において属性別に収納
されるため，それが銘柄別よりも属性別のプロープ再生で早く想起され，対照
的に，それが銘柄別に呈示される場合， この情報は銘柄別に収納されるため，
銘柄別のプロープ再生でより早く想起される点を見出している。 これらの研究
の発見物から，銘柄別情報呈示→銘柄別記憶収納→銘柄別内部探索仁属性別
情報呈示→属性別記憶収納→属性別内部探索というこつの活動系列を識別する
ことができょう。
以上で取り上げられた情報取得の諸側面の中で，情報取得とその規定因との
関係という包括的なテーマは，その後， Moore=Lehmann, Biehal等によって
（お；） Payne, op. cit., 
（担.） E. J. Johnson, and E. Russo，“The Organization of Product Information 
in Memory Identified by Recall Times", H. K. Hunt, ed., Advances in 
Consumer Research, Vol. 5. 1978. pp. 79-86. 
（お）プローブ再生（probe recall) とは， 「リスト内の項目の再生にあたって，系列の
中で隣接していた項目を呈示し，その次あるいはその前の項目を指示し再生させる方法J
をいう。 『新版心理学事典J平凡社， 1981,263ペー ジ。
（お，） W. L. Moor, and D. R. Lehmann，“Individual Differences in Search 
Behavior for a Nondurable”， Journal of Consumer Research, Vol. 7 (Dec. 
1980) ' pp. 296-307. 
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追及されていく点を指摘しておきたい。
さて，発展後期における消費者行動の個人レベルの分析では， これまでにみ
た態度，認知反応，情報処理に関する研究のほかに，帰属理論，消費者満足・
不満足と苦情研究，状況的アプローチなどの様々な理論的視点が提示されてい
るが，今みた認知現象に焦点を合わせた主要な潮流に対して，やや対抗的な色
彩を帯びた研究の流れとして，関与に関する研究，行動変容パラダイム，広告
の反復効果に関する研究などがあげられる。この中で，その後の研究に恐らく
最も広範な影響を及ぼしているのは関与に関する研究であろう。個人レベルの
最後の研究として，この潮流をみることにしよう。
（訂） G. J. Biehal, 
Repair Choice", Journal of Marketing, Vol. 47 (Summer. 1983), pp. 82-91. 
（沼）それぞれの視点については，次のレビューを参照。 R.Mizerski, L. Golden, and 
J. Kernan，“The Attribution Process in Consumer Behavior", Journal of 
Consumer Research, Vol. 6 (Sept. 1979), pp. 123-140. R. L. Oliver, 
“Theoretical Bases of Consumer Satisfaction Research : Review, Critique, 
and Future Direction", C. W. Lamb, Jr., and P. M. Dunne, eds., 
Theoretical Developments in Marketing, 1980, pp. 206-210. P. Kakkar, and 
R. J. Lutz，“Situational Influence on Consumer Behavior : A Review", H. 
H. Kassarjian, and T. S. Robertson, eds., Perspectives in ConsumerBehavior, 
1981. pp. 204-215. 
（却）次のレピ、ユー を参照。 W.R. Nord, and J. P. Peters，“A Behavior Modification 
Perspective on Marketing", Jorunal of Marketing, Vol. 44 (Spr. 1980), pp. 
36-47.ここで彼等は，このパラダイムの研究において，消費者が（1）購買や消費の問題
に関連した情報を多量に得ょうと努めず，（2）そうした情報を多量に処理せず，また（3）車，
住宅，大型家電品のような高価な商品に関連する場合でも，広域的な問題解決行動に従
わない点を検：言正している点にI主目している。 A.G.Sawyer，“Repetition and Affect 
Recent Empirical and Theoretical Developments", A. G. Woodside, J. N. 
Sheth, and P. D. Bennett, eds., Consumer and Industrial Buying Behavior, 
1977. pp. 229-242. 
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Kassarjianは，認知現象に焦点を合わせた研究の難点として， 「銘柄あるい
は製品の正しい意思決定を求めて情報を抽出する，関与を伴う消費者jという
仮定をあげている。製品・サービスに重要性を認めたり，強い関心を示す場合，
つまり高関与の場合には，確かにこうした消費者が慎重な情報処理者として行
動すると考えられる。しかし，それとは対照的な低関与の場合には， この消費
者はどのように行動するのであろうか。認知的消費者研究では， こうした関与
のレベルが明示的には考慮されていないため，この種の行動を説明することは
できないとみられる。この点に着目し，その解明を試みようとしたのが，低関
与学習（lowinvolvement learning）に関する研究の流れである。
低関与に関する研究の多くは，テレビを関与を伴わない媒体とみなすKrugman
の見解に基づいている。彼は， TV広告がなぜ高レベルの銘柄の再生を作りだ
しながらも，銘柄に対する態度変容を生みださないのかという疑問に取組み，
T Vが受動的な学習をもたらす低関与の媒体であるという仮説を立てた。ここ
で関与とは， 「視聴者が彼自身の生活と刺激（メッセージ） との間で意識的に
形成する結合の数」をさし，低関与の下では，視聴者は媒体の刺激あるいはメッ
セージを彼のニーズ，信念および経験にほとんど結合しないものとされる。彼
によれば，こうした状況には高関与の場合とは異なるプロセスが伴うという。
これを敷桁すると，高関与の状況では，認知的消費者研究や伝統的な効果階層
説から窺えるような，情報処理によって形成された態度が行動を導く，すなわ
ち認知→態度形成→行動のプロセスが認められるのに対し，低関与の状況では，
トリビアルな製品広告への絶え間ない露出が防衛機制の欠知と相侯って製品に
関する認知構造の変化を導き，それが次に行動を誘導し， この行動の後で態度
が形成される，すなわち認知→行動→態度形成のプロセスがみられるというの
である。
（泊~ H. H. Kassarjian，“Consumer Psychology", Annual Review of Psychology, 
33. 1982, p. 635. 
(31) H. E. Krugman，“The Impact of Television Advertising: Learning Without 
Involvement", Public Opinion Quarterly, 29 (Fall. 1965), pp. 349-356. 
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K時 ma円5解を拡張し，それを実証しようとした研究として， Rayをあげ
ることができる。彼は， 3つの効果階層，すなわち（1）学習階層（最初に認識・
理解が現われ，その後，態度変容，行動と続く階層： Kragmanによって示され
た高関与のプロセスに対応） ' (2）不協和一帰属階層（最初に行動が現われ，そ
の後，態度変容，認識・理解と続く階層： Rayによって提案されたプロセス）
(3）低関与階層（最初に認識と最小の理解が現われ，その後，試用，態度変容と
（お）
続く階層： Krugmanによって示された低関与のプロセスに対応すると思われる）
を提示し，それらの階層が発生する条件を実験法によって明らかにしようとし
ている。ここで注目すべき結果は，（a）代替案の聞に明白な差異があるような高
関与の消費者行動の状況においてのみ学習階層が発生し，そうした差異が認め
られない，消費者の関与が低い状況で、は低関与階層の発生が予想される，（b）低
関与階層は，特に最寄品で，最も支配的である，（3）低関与製品に関するメッセー
ジは，主として再生と購買意図に作用するけれども，態度に対しては僅かな影
響しか与えない，という点であろう。
次に，関与のレベルと消費者行動との関係を概念的に体系化しようとした研究と
とて R伽 rtsonをあげることができど彼の意図は， Kragmanや Rayによって示
された関与と反応プロセスあるいは効果階層との適合関係に関する命題を情報
受容の観点から包括的に説明しようとするところにあった。その関係を媒介す
るものとして彼が注目したのは，コミットメント (commitment）概念と，そ
（担：） M. L. Ray，“Marketing Communication and the Hierarchy of Effects", 
A working paper, Marketing Science Institute, Nov. 1973. 
（舗もっともこのような解釈については，関与研究の中でも議論があるところである。例
えばLeavitt等は， Rayの低関与階層と不協和一帰属階層のいずれがよりKrugmanの
低関与処理に対応するのか，直ちに明らかではない点を指摘している。 C.Leavitt, A. 
G. Greenwald, and C. Obermiller，“What Is Low Involvement Low In ？” 
K. B. Monroe, ed., Advances in Consumer Research, Vol. 8, 1981. p. 15. 
（誕） T. S. Robertson，“Low Commitment Consumer Behavior", Journal of 
Advertising Research, Vol. 16 (Apr. 1976), pp. 19-24. 
-48 (250) 
れに基づく広告効果の見方である。コミットメントとは，製品あるいは銘柄に
関する個人の信念体系の強さを意味し，それは（1）銘柄の間で知覚される特徴的
な属性の数と，（2）それらの属性に付与されたサリエンスあるいは重要性の程度
に規定される。このため，（1）が多数で，（2）が高い場合，コミットメントは高く
なる。また広告効果は，このようなコミットメントのレベルに応じて（a｝高コミッ
トメントと（b）低コミットメントの見方に大別される。（a）の見方は，当時のマス
コミュニケーション研究で支配的であった能動的オーデイエンス観に基づくも
ので，ここではオーデイエンスは信念を強く保持するため，広告メッセージを
批判的に評価し，選択的諸過程が作用しない場合を除き，認知的抵抗を示し，
購買ではRayのいう学習階層に従う。このため，この見方では，広告は既存の
製品あるいは銘柄に対する選好をただ強化するだけの弱い影響力しか持たない
ものとされる。一方，（b）の見方では，信念は強く保持されていないため，対抗
的メッセージの選択的回避は起こらず，偶発的消費についての推理に認知的エ
ネルギーは費やされないので，広告に対する認知的抵抗は最小となり，購買で
は単純な認識一試用反応パターン，すなわちRayのいう低関与階層に従うこと
になる。ここでは，広告はオーデイエンスの変化を導くかなりの潜在力を持つ
ものとされている。
このように，消費者行動に関する関与研究は関与のレベルと反応パターンに
及ぼす関与の媒介作用を明らかにしている。 Kragmanが、注目したのは媒体関与
であり， RayとRobertsonが注目したのは製品関与であったが，彼等は共に，
関与概念を介在させっつ異なる反応パターンを分析していたという共通性を持っ
ているのである。こうした初期の関与研究は，その後，大きく 2つの方向に展
開される。一つは，関与の概念特性を識別し，その測定方法を確立しようとす
る方向である。このような方向は，例えばHouston=Rothschild, Mitchell, 
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Petty= Caciooppoなどによって検討が加えられている。もう一つは，関与レベ
ルの違いに応じた2つの対照的な反応パターンを規定する条件とそれらを形成
するメカニズムをモデル化しようとする方向である。この種の試みは， Smith=
Swinyard, Park=Mittalなどによって展開されている。
（未完）
（羽 M.J. Houston, and M. L. Rothschild，“A Paradigm for Research on 
Consumer Involvement", Unpublished paper, Univ. of Wisconsin. 1977. A. 
A. Mitchell，“Involvement : A Potentially Important Mediator of Consumer 
Behavior", W. L. Wilkie, ed., Advances in Consumer Research, Vol. 6, 
1979. pp. 191-195. R. E. Petty, and J. T. Cacioppo，“Issue Involvement 
Can Increase or Decrease Persuasion by Enhancing Massage on Relevant 
Cognitive Response ”， Journal of Personality and Social Psychology, 3 7 
(Oct. 1979), pp. 1915-1926. 
（泊 R.E. Smith, and W. S. Swinyard，“Information Response Models : An 
Integrated Approach ”， Journal of Marketing, Vol. 46 (Winter. 1982), pp. 
81-93. C. W. Park, and B. Mittal，“A Theory of Involvement in Consumer 
Behavior: Problems and Issues", J. N. Sheth ed., Research in Consumer 
Behavior, Vol. 1. 1985. pp. 201-231.なお， 2つの反応パターンをモデル化しよう
とする試みについては，拙稿「情報反応モデルの統合のためのフレームワーク(1), (2）」
（富大経済論集第33巻第1号および第2号）において詳述した（第IV章，第V章を参照）。
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